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おわりに
はじめに
近年は、「食の安全」や「食の安心」が語られることがますます多くな
ってきているが、その意味するところは必ずしも明確ではない。これら
は、かつて食品の安全性、栄養など科学的な分析が可能で食品に必要な基
本的品質だけを意味する場合がほとんどだったが、牛海綿状脳症（Bovine
 
Spongiform Encephalopathy;BSE）の発生や遺伝子組換え食品の開発など
により、食品に関するリスクや消費者の信
(１)
頼感など、科学的根拠が必ずし
も明確ではないものも含まれるようになってきている。また、食品の品質
には、高品質、美味、地域産品など、個々人で判断基準が異なる「食」の
楽しみに関する特別の品質や、環境保護、持続可能な農業などに関する社
会的品質を含む場合も
(２)
ある。一連の食品偽装
(３)
問題についてみても、消費期
239
限の偽装など食品の基本的品質が問題になった事例と、産地偽装など特別
な品質が問題となった事例に一応分けることがで
(４)
きる。輸入食品について
は、輸出国の法制度の水準によって大きな影響をうけるため、その量の増
加や輸入先の多角化に伴
(５)
って、わが国の輸入食品の安全対策がますます重
要になって
(６)
いる。さらに、いわゆる「食の安全保障」や消費者の国産回帰
の
(７)
傾向から、食料自給率の向上も課題となって
(８)
いる。
そして、食品に関する行政介入は、ますます複雑、多様化している。ま
ず、介入目的については、依然として食品の基本的品質の確保という、国
民の生命、健康上の危害防止が中心となりつつも、消費者への適正な情報
提供を通じて公正な競争の確保し、一般消費者の利益を保護すること、消
費者の嗜好に応じた食品の特別な品質の向上を促し、また食品に関する情
報の質を確保して生産者の利益の保護や食品業界の秩序の維持と健全な発
展を図るという産業政策もあげられる。また、介入の対象は、フードチェ
ーンに応じて多様であり、人間が摂取する食品そのものの他に、農薬、飼
料などの食品生産資材、農場、事業所、店舗などの設備、食品表示などが
ある。さらに、輸入食品については別に検疫などの対象となる。そこで、
本稿では考察の対象を限定し、「食の安全」や「食の安心」を踏まえて、
食品、添加物、天然香料、器具、容器包装（食品衛生法４条１項から５項）
に対する規制・監督（以下、「食品等に対する規制・監督」という。）食品表
示に対する規制・監督、輸入食品に対する規制・監督をとりあげる。もち
ろん三者は密接に関連するが、行政目的、規制対象、行政手段、規制程
度、関係する権利・利益について相違もあるため、本稿では、便宜上分け
て考察する。なお、食品等に対する規制・監督と食品表示に対する規制・
監督については、既に
(９)
別稿で論じたところではあるが、論述を補足しつつ
再整理を試みた。
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一 食品等に対する規制・監督
食品等に対する規制・監督は、食品に関する行政の枠組みや基本理念な
どを定めた食品安全基本法と、食品衛生法など具体的な規制権限を規定し
た関係法令を中心にして行われている。いずれも、BSEの発生、食品偽
装問題、残留農薬基準違反など、「食の安全」や「食の安心」に対する消
費者の関心の高まりに対応して、制定又は改正されて
(10)
いる。
食品安全基本法は、「食品の安全性の確保に関する施策を総合的に推進
すること」（同法１条）を目的とし、フードチェーンにおける安全の確保
と、リスクの存在を前提としつつ科学的知見に基づいてこれを制御してい
くべきという二つの新たな視点に立脚したものである。すなわち、食品の
安全の確保について、「国民の健康の保護が最も重要であるという基本的
認識」（同法３条）を示した上で、第一の視点に関しては、食品供給行程
の各段階のあらゆる要素、すなわち国内農林水産物については生産段階、
輸入品については輸入段階から、製造・加工段階、流通・販売段階にいた
るあらゆる要素を対象として（同法４条）、食品衛生法をはじめとする関
係法令によって具体的な行政介入を行うことを予定している。第二の視点
に関しては、食品に関するリスクとは、食品中にハザード（危害要因）が
存在する結果として生じる健康への悪影響が起きる可能性とその程度（健
康への悪影響が発生する確率と影響の程度）をい
(11)
うが、リスクに対して、リ
スク評価、リスク管理、リスクコミュニケ－ションの三要素からなるリス
ク分析
(12)
手法を導入して、おのおのについて食品健康影響評価（同法11条）、
食品健康影響評価の結果に基づいた施策の策定（同法12条）、情報及び意
見交換の促進（同法13条）を定めている。また、食品健康影響評価を客観
的かつ中立公正に実施するために、内閣府に食品安全委員会を設置し（同
法22条）、評価の実施に当たって、必要的諮問事項（同法24条１項）と任意
的諮問事項（同条３項）を定めている。なお、遺伝子組換え食品の食品健
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康影響評価は、必要的諮問事項となっている（同法24条１項14号、食品安全
委員会令１条１項、食品安全委員会令第１条第１項の内閣府令で定めるときを
定める内閣府令）。食品安全委員会の所掌事務は、このほか、食品健康影響
評価結果を関係各大臣に通知し、食品の安全性の確保のため講ずべき施策
について内閣総理大臣を通じて関係各大臣に勧告すること、食品健康評価
の結果に基づいて講じられる施策の実施状況を監視し、必要があると認め
るときは、内閣総理大臣を通じて関係各大臣に勧告すること、これらの通
知、勧告の内容を公表すること、関係者相互間の情報及び意見の交換を企
画、実施することなどである（同法23条）。しかし、食品安全委員会は、
食品の安全性に対する直接の規制権限を有する行政庁ではないため、その
行政介入は、関係行政機関で行われるリスクコミュニケーションの調整、
消費者などに対するリスクコミュニケーションの推進などといった行政機
構による介入として非定型的なものに
(13)
なる。
食品等に対する具体的な行政介入については、食品供給行程の各段階の
あらゆる要素が対象となり、関係法令も多岐にわたるため、本稿ではその
安全性確保のために必要な措置の例を示しつつ、食品衛生法を中心に若干
の考察する。
食品衛生法では、食品等に対する規制は、食品の安全性を確保すること
によって国民の健康の保護を図ることを目的として（同法
(14)
１条）、食品等
の基本的品質を主たる対象として、基準・規格の設定、基準・規格に適合
しない食品等の製造、販売等の禁止（例えば、食品または添加物については
同法11条）、検査（同法25条以下）、製造、販売等の営業許可（同法52条）、
廃棄処分・除去命令（同法54条）、行政罰など権力的手段が依然として中
心とされている。また、2002年改正では、特定の国・地域等の特定食品の
輸入等禁止（包括的輸入禁止）制度（同法８条）の創設、2003年改正では、
残留農薬等のポジティブリスト制の導入（同法11条３項）、特殊な方法によ
り摂取する食品等の暫定的な流通禁止措置の創設（同法７条２項、３項）、
検査命令の対象の拡大（政令による限定を削除）（同法26条）など、規制が
早法85巻３号（2010）242
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一部強化された。同時に、厚生労働大臣による監視指導
(15)
指針の策定と公表
（同法22条）、厚生労働大臣による輸入食品監視指導計画の策定と公表（同
法23条）、都道府県知事等による都道府県等食品衛生監視指導計画の策定
と公表（同法24条）について定められるとともに、これらの指針及び計画
を策定又は変更しようとするときは、その趣旨、内容その他必要な事項を
公表し、広く国民の意見を求めるものとされ（同法64条）、リスクコミュ
ニケーションの推進が図られている。なお、検査機関が指定制から行政裁
量の余地のない登録制とされ、公益法人以外の法人も検査機関となること
ができるようになったが（同法４条９項、31条以下）、これはいわゆる私人
による
(16)
行政を従来よりも拡大したもので、行政改革の一環に位置づけら
(17)
れる。
他方、食品衛生法は、前述の一律の基準による規制のほかに、一定の食
品について総合衛生管理製造過程を経て食品を製造又は加工しようとする
者からの申請に対して、食品の種類及び製造又は加工の施設ごとに厚生労
働大臣が承認を与えることができるとし（同法13条１項）、また、この過程
を経た食品の製造又は加工は、同法11条所定の基準に適合した方法による
食品の製造又は加工とみなすとして（同条６項）、食品製造・加工業者の
自発的な申請に基づいた任意の個別承認制度によって規制の弾力化、複線
化を図っている。この承認は、危害防止のために特に重点的に管理すべき
ポイントを常時監視、記録することにより、ひとつひとつの製品の安全性
を保証しようとするHACCP（（Hazard Analysis and Critical Control
 
Point）危害分析・重要管
(18)
理点）という衛生管理手法を行っていることが要
件となっている。HACCPは食品の安全性の確保には有益であるが、そ
の導入には多額の費用が必要である。そこで、食品の製造過程の管理の高
度化に関する臨時措置法に基づき、食品の種類ごとに厚生労働大臣及び農
林水産大臣が指定する法人が指定認定機関となって高度化基準を作成し、
これについて両大臣の認定を受け（同法４条）、食品製造・加工業者が作
成した高度化計画がこれに適合しているとの指定認定機関の認定をうける
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ことにより（同法８条）、食品産業品質管理高度化促進資金の融資や不動
産取得税の軽減措置などの優遇措置を受けることができる（同法10条から
(19)
12条）。総合衛生管理製造過程の承認制度は、1995年の改正で新設され、
その有効期限は当初は無期限とされていたが、承認施設において承認され
た内容での衛生管理を怠って食中毒を発生させたり、法違反の食品を製造
したなどの事例が発生したため、2003年の改正で更新制となり、規制が強
化さ
(20)
れた。
また、法定されていないが、食品の社会的品質にも関係するものとして
GAP（（Good Agricultural Practices）農業生産工程管理手法、適正農業規範）
がある。GAPとは、農産物の安全確保、環境の保全などの目的を達成す
るために、農業者、産地が自ら作物や地域の状況などを踏まえて、農作業
の計画を立案、点検項目を決定し、点検項目に従って農作業を行い、記録
し、記録を点検・評価し、改善点を見つけ、次回の作付けに活用するもの
であり、EUでは GLOBALGAPが民間の規格として広く普及している
が、わが国でも2007年３月には基礎 GAPが、2008年１月には GAP手法
導入マニュアルが策定、公表さ
(21)
れた。また、GAP導入に向けた取組に対
する支援措置として、食の安全・安心確保交付金（同実施要綱（2005年４
月１日16消安第10270号））と先進的総合生産工程管理体制構築事業があり、
行政指導と金融財政機能を媒介とした介入が組み合わせて行われている。
このほかに、行政が直接関わらない民間の規格に関するものとして、国
際標準化機構（International Organization for Standardization;ISO）によ
る認証登録制度がある。ISO9000シリーズは、あらゆる業種、規模の事業
所に適用されるが、HACCPと調和しており、HACCPが ISO9000シリ
ーズの品質管理のなかの食品の安全性に関するシステムとみることも可能
とされて
(22)
いる。さらに、2005年に ISO22000「食品安全マネージメントシ
ステム－フードチェーンにおけるすべての組織に対する要求事項」が発効
したが、そこではHACCPの適用が基本とされており、また後述するト
レーサビリティシステムが要求されて
(23)
いる。
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ところで、前述の総合衛生管理製造過程（特にHACCP）、GAP、ISO
による認証登録制度は、食品に必要な基本的品質の確保とともに、リスク
コミュニケーションの促進にもつながるため、リスクへの対応策としても
有効である。このほかに、リスクへの対応策の代表例としてトレーサビリ
ティシステムと食品表示があるが、後者については、二 食品表示に対す
る規制・監督で考察する。
トレーサビリティシステムとは、食品の生産、加工、流通などの各段階
で原材料の出所や食品の製造元、販売先を記録、保管し、食品とその情報
を追跡、遡及できるようにするものであ
(24)
って、問題が発生したときに、こ
のシステムにより問題があった食品の特定、特定した食品の迅速な回収、
問題発生箇所の迅速な特定、迅速な原因究明、適切な情報の提供などが可
能となるため、営業者（食品衛生法４条８項）と消費者双方にとって有益
とされる。わが国では、国産牛肉について、牛海綿状脳症対策特別措置法
及び牛の個体識別のための情報の管理及び伝達に関する特別措置法（牛肉
トレーサビリティ法）によって、牛の所有者、管理者、と畜者、販売業者
及び特定料理提供業者に対して、このシステムの導入が義務づけられてい
る。牛肉は、食品中にハザードが存在する結果として生じる健康への悪影
響が起きる可能性と程度が大きいためである。国産牛肉以外の食品に関し
ては、「販売食品等に起因する食品衛生上の危害の発生の防止に必要な限
度において」ではあるが、食品等の事業者に対してこのシステムの導入が
努力義務とされており（食品衛生法３条２項）、その具体的な内容は、「食
品衛生法第１条の３に基づく食品等事業者の記録の作成・保存に係る指導
ガイドライン」（2003年８月29日食安発第0829001号）に定められている。食
品小売業者におけるこのシステムの導入率は一般に増加傾向にあるが、中
小企業についてはコスト面から導入が遅れているため、低コストで容易に
導入できる方法の普及、浸透が早急に必要で
(25)
ある。農林水産省は、民間で
自主的に行われているこのシステムの促進を図るため、2003年から「トレ
ーサビリティシステム導入促進対策事業」を補助事業として実施し、2005
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年から「最先端の情報技術を用いたユビキタス食の安全・安心システム開
発事業」を実施して
(26)
いる。このようにトレーサビリティシステムの導入
は、国産牛肉以外の食品については、行政指導と金融財政機能を媒介にし
た介入が組み合わせて行われている。
なお、リスクとの関係で食品等に対する規制・監督における予防原則に
ついて付言すると、食品安全基本法や食品衛生法などでは予防原則が明文
で規定されてはいない。しかし、食品安全基本法が、国民の健康への悪影
響の未然防止（同法５条）、緊急事態への対処等に関する体制の整備等（同
法14条）などを規定していることから、「人の健康に悪影響を及ぼすこと
を防止し、又は抑制するため緊急を要する場合」（同法11条１項３号）には
食品健康評価を実施せずに対応することが可能であるとして、予防原則に
よる措置を認めているとする見解も
(27)
ある。しかし、輸入食品等について
は、暫定的であったとしても「入手可能な適切な情報」（衛生及び植物検疫
措置の適用に関する協定（SPS協定（Agreement on the Application of Sani-
tary and Phytosanitary
(28)
Measures））５条７項）によらずに何らかの措置を
とったとすれば、世界貿易機関（World Trade Organization;WTO）で問
題になることがあり
(29)
得る。
二 食品表示に対する規制・監督
食品表示に対する具体的な規制・監督については、関係する法令の目的
が多様であり、国民の健康の保護、消費者保護、生産者保護、産業の健全
な発展などといった目的が重層化している。例えば、後述する農林物資の
規格化及び品質表示の適正化に関する法律（JAS法）については、1950年
の旧農林物資規格法制定当時は生産者の保護が主要な目的であったが、
1968年に消費者保護基本法が制定されたことに応じて、規格、表示が消費
者保護施策の一環と位置づけられ、法律名が現行法のように改めら
(30)
れた。
また、多岐にわたる法令相互間における表示対象や表示事項などが重複し
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つつも相違があるなど、極めて複雑である。そこで、本稿では、主要な食
品表示に関する法律における制度の目的、表示対象、表示すべき事項につ
いて示した上で、食品衛生法、JAS法、健康増進法、不当景品類及び不
当表示防止法（景表法）を中心に若干の考察をする。
食品表示における表示事項には、義務表示事項、任意表示事項、禁止表
示事項があり、以下の各法の義務表示事項は、右表の「表示すべき事項」
記載のものが該当する。
食品衛生法上の義務表示事項は、同法19条１項に基づき、同法施行規則
21条及び乳及び乳製品の成分規格等に関する省令７条に規定されている。
任意表示事項は、分別生産流通管理が行われたことを確認した非遺伝子組
換え作物である食品とこれを原材料とする加工食品について「遺伝子組換
えでない」旨の表示、後述する健康増進法に基づく特定保健用食品及び保
険機能食品の表示、特定原材料（食品衛生法施行規則別表第６）に準じるも
ので通知（2001年３月21日食企発第２号食監発第46号）によって表示を推奨
される18品目の表示で
(31)
ある。禁止表示事項は、公衆衛生に危害を及ぼすお
それがある虚偽の又は誇大な表示又は広告である（同法20条）。
JAS法上の義務表示事項については、同法19条の13第１項、２項に基
づき、一般的に適用される品質表示基準として、生鮮食品品質表示基準
（2000年３月31日農林水産省告示514号、改正2008年農林水産省告示126号）、加
工食品品質表示基準（2000年３月31日農林水産省告示513号、改正2009年８月
31日農林水産省告示1225号）、遺伝子組換え食品に関する品質表示基準
（2000年３月31日農林水産省告示517号、改正2007年10月１日農林水産省告示
1173号）が、個別品質表示基準として、生鮮食品については３品目が、加
工食品については51品目が定められて
(32)
いる。任意表示事項は、「遺伝子組
換えでない」旨の表示、日本農林規格（JAS
(33)
規格）の格付を受けた食品に
ついての「有機」等の表示、加工食品について特色のある原材料の使用と
それが製品の原材料に占める重量の割合等についての表示である。禁止表
示事項は、JAS法に基づいて格付を行った農林物資等以外のものについ
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主要な食品表示に関する法律における制度の目的、表示対象、
表示すべき事項
法律の名称 制度の目的 表示対象 表示すべき事項
食品衛生法
飲食に起因する
衛生上の危害発
生の防止
容器包装に入れられ
た加工食品（一部生
鮮品を含む。）
名称、食品添加物、消費期限又
は賞味期限、保存方法、製造者
氏名、製造所所在地、遺伝子組
換え食品、アレルギー食品
農林物資の規格
化及び品質表示
の適正化に関す
る法律
（JAS法）
消費者の適切な
商品選択
全ての飲食料品
名称、原材料名（食品添加物を
含む。）、原料原産地名、内容量、
消費期限又は賞味期限、保存方
法、製造業者等の氏名又は名称
及び住所、原産国名（輸入品に
限る。）、遺伝子組換え食品
不当景品類及び
不当表示防止法
（景品表示法）
不当な表示によ
る顧客の誘引の
防止
事業者の供給する全
ての商品（食品）
計量法 内容量等の表示 密封された特定商品
内容量、表記者の氏名又は名称
及び住所
販売される加工食品
等で、邦文で栄養表
示する場合
栄養成分、熱量
健康の保持・回
復・向上、発育
に役立てる
健康増進法
特別用途食品（病者
用食品、妊産婦、授
乳婦用粉乳、乳児用
調整粉乳、高齢者用
食品及び特定保健用
食品）
商品名、原材料名、賞味期限、
保存方法、製造業者の氏名等、
許可を受けた表示の内容、栄養
成分量及び熱量、許可証票、摂
取方法等
健康の保持増進
の効果等につい
ての虚偽・誇大
な表示等の禁止
食品として販売に供
する物
薬事法
食品に対する医
薬品と誤認され
る効能効果の表
示を禁止
容器包装に入れられ
た加工食品及びその
広告
出典：食品表示研究会編『三訂食品表示Q&A』（中央法規出版、2008年）
２頁を一部改変
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ての格付の表示（同法18条）、指定農林物資について JASに基づく格付表
示が付されていない場合に JAS規格において定める名称又はこれと紛ら
わしい表示、指定農林物資以外の農林物資について JAS規格において定
める名称の表示又はこれと紛らわしい表示である（同法19条の15）。
健康増進法では、健康保持増進効果等について著しく事実に反する表示
又は著しく人を誤認させる表示を禁止表示事項としている（同法32条の
２）。
景表法では、品質、規格など関する優良誤認表示、価格その他の取引条
件に関する有利誤認表示、その他公正取引委員会が指定する不当表示を禁
止表示事項とし（同法４条１項）、事業者又は事業者団体が、公正取引委員
会の認定を受けて公正競争規約を締結し、自主的に表示事項を定めること
を認めている（同法12条）。
このように、食品表示に関する規制・監督手法は複雑であるため、当該
表示対象や表示事項が関係する権利・利益を明らかにしておく必要があ
る。これによって、消費者の食品表示に関する理解及びリスクコミュニケ
ーションの推進とともに、規制・監督の内容や、違反に対する処分、公
表、罰則などの実効性確保手段に関する裁量の要考慮要素の明確化と適正
性の確保が可能となる。ただし、消費期限又は賞味期限、保存方法など複
数の法令、公正競争規約が義務表示事項としているものについては、規
制・監督目的が重層的であることを認めつつ、価値序列の優越した権利・
利益にかかるものとして規制・監督を行い、実効性を確保する必要があろ
う。
なお、規制の見直しも随時行われている。例えば、2002年の JAS法改
正による罰則の強化（特に、同法29条による法人重課）、2003年の食品衛生
法改正による罰則強化（特に、同法78条による法人重課）、2008年の加工食
品品質表示基準等の改正による業務用加工食品の業者間取引における品質
表示の義務づけなどの規制強化と、2006年の加工食品品質表示基準の改正
による表示様式及び原材料の表示方式の弾力化が行われている。また、
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2002年 JAS法改正によって公表に関する規定が削除されたために、品質
表示基準に違反した製造業者等に対して指示に従わない場合に限らず、必
要に応じて公表ができるようにな
(34)
った。さらに、2002年６月から「食品の
表示制度に関する懇談会」が開催され、その中間取りまとめを受けて、同
年12月から厚生労働省薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会表示部会食品
表示調査会及び農林水産省農林物資規格調査会表示小委員会の共同で「食
品の表示に関する共同会議」が発足し、2009年８月までに45回開催され、
食品衛生法と JAS法に共通する表示事項、表示方法等を中心として検討
が進められて
(35)
いる。例えば、2003年には、共同会議の報告を受けて食品衛
生法施行規則等が改正され、同じ意味を表していた「品質保持期限」と
「消費期限」が後者に統一された。
しかし、関係法令相互間の整合性が不十分な場合がまだある。実際の食
品表示は、関係法令に規定された事項を網羅し、公正競争規約等があると
きはそれに従って単一のラベルなどで表示されるが、例えば、食品衛生法
では、食品の「製造」とは、「ある物に工作を加えて、その本質を変化さ
せ、別の物を作り出すこと」であり、「加工」とは、「ある物に工作を加え
る点では製造と同様であるが、その物の本質を変えないで形態だけを変化
させること」とされるが（食品衛生法の一部を改正する法律等の施行につい
て（昭和32年９月18日発衛413号の２））、JAS法では、「製造」とは、「その
原料として使用したものとは本質的に異なる新たなものを作り出すこと」
であり、「加工」とは、「あるものを材料としてその本質は保持させつつ、
新しい属性を付加すること」とされて
(36)
いる。
また、規制権限を有する行政庁が複数存在するため、いわゆる「縦割り
行政」の弊害が懸念される。食品表示に対する規制・監督については、消
費者庁設置に伴い、食品衛生法に基づく表示基準の設定（同法19条１項）、
JAS法に基づく品質表示基準の設定（同法19条の13）、健康増進法に基づ
く特別用途表示の許可、栄養表示基準の設定（同法26条１項、31条１項）な
ど、一部の規制権限が内閣総理大臣に移管され、消費者庁長官に委任され
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た（食品衛生法70条３項、JAS法23条１項、健康増進法35条３項）。このよう
に食品表示に対する規制・監督については、消費者庁の設置によって弊害
が若干低減されたが、食品に関する行政介入全体については、2009年のい
わゆる「エコナ」
(37)
問題で明らかになったように、依然として縦割り行政や
規制の欠陥が存在する。これは、1998年５月に食用油「エコナ」が、厚生
労働省によって特定保健用食品の許可を受けたが、2009年７月にグリシド
ール脂肪酸エステルが多く含まれることが判明し、同物質が発がん性物質
に変化するおそれがあるとされたために、消費者の間で問題となったもの
である。まず、健康増進法は特定保健用食品の許可取消要件として「科学
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的知見の充実により…特別用途表示をすることが適切でないことが判明す
るに至った」ことをあげているために（同法28条３号）、食品健康影響評価
が終了していないものについては対応することが困難で
(38)
ある。しかも、こ
れは、本質的に表示より商品そのものの流通が問題となる事案であるが、
消費者庁長官が商品等への改善勧告及び命令、譲渡等の禁止又は制限をす
るためには重大事故等の発生が要件であり（消費者安全法17条、18条）、ま
た食品の危害除去命令（食品衛生法54条）の権限は厚生労働大臣にあるが、
「有毒な、若しくは有害な物質…又はこれらの疑いがあるもの」（同法６条
２号）に該当するか否かの判断は、この問題が発生じた時点では難しいと
いえる。食品に関する行政介入について、このような弊害を除去、低減で
きるかは重要な課題である。
ところで、食品表示は、消費者の選択権を保護することによるリスクへ
の対応策としても一定の効果がある。特定原材料のようにアレルギーの症
例が多数又は症状が重篤なものや、遺伝子組換え食品のように健康への悪
影響が起きる可能性と程度が現時点で不明確なものは食品表示において義
務表示事項とされ、特定原材料に準じるものは症例数が少ないために表示
が推奨される任意表示事項とされている。そして、わが国では、遺伝子組
換え食品について、一部を除
(39)
いて、食品衛生法と JAS法は義務表示事項
として、同じ表示ルールが運用されている。しかし、義務表示の対象とな
っている作物又はこれを原材料とする加工食品が限定され、これらを主な
原
(40)
材料としない加工食品などには表示義務を課されていないため（食品衛
生法施行規則21条14項、別表第７）、緩やかな規制であるとする見解も
(41)
ある。
三 輸入食品等に対する規制・監督
輸入食品等に対する規制・監督は、食品衛生法、家畜伝染病予防法、植
物防疫法、関税法など多岐にわたる法令に基づいて行われているが、本稿
では、原則としてすべての食品等を対象として
(42)
いる食品衛生法に基づくも
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のについて若干の考察をする。
食品衛生法に基づく輸入食品等に対する規制・監督は、輸入食品監視指
導計画（同法23条）に基づく監視、
(43)
指導、食品等の輸入の届出（同法27
条）、検査制度（命令検査（同法26条３項）と行政検査（同法28条））及び下命
行為を中心として行われているが、食品等を輸入しようとする者は、違反
を未然に防止し、速やかに輸入するために、検疫所への事前の輸入相談や
自主検査を行うことが
(44)
多い。特に、自主検査を登録検査機関又は輸出国公
的検査
(45)
機関で行った場合は、同一食品等であれば、細菌、カビ毒など輸送
途中などに経時的変化を生じるおそれのあるものを除いて、検査成績書に
ある検査項目について検疫所の検査が一定期間省略されるというメリット
が
(46)
ある。
食品等の輸入の届出は、食品等を輸入しようとする者が、食品衛生法施
行規則32条１項所定の事項について食品等輸入届出書に記載し、その他必
要な種類とともに検疫所の長に提出して行う。そして、食品等輸入届出書
の記載内容、同一食品の過去の輸入実績及び違反状況、自主検査成績の結
果などから当該食品等に関する食品衛生法上の問題の有無が審査され、検
査が必要と判断されたものについて、検査方法と検査項目が決定さ
(47)
れる。
命令検査は、輸出国からの情報、食品の特性、同種食品の違反事例など
から、食品衛生法に違反する蓋然性が高いと判断された食品等について、
検査命令の内容に従って輸入しようとする者の費用負担で検査を実施する
ものである。そして、当該食品等について検査の結果適法であると判断さ
れるまでは、輸入手続を進めることができない（同法26条４項）。検査命令
の対象について、従前は政令で定められていたが、2003年改正によって、
違法な食品等の流通を未然の防止し、「食の安全」や「食の安心」を確保
するために、政令指定要件が廃止され、機動的な命令検査の実施が可能と
な
(48)
った。現在では、年度当初に対象品一覧表で公示されるが、その後の違
反の発生状況に応じて検査体制を強化するよう、その都度追加されること
になって
(49)
いる。
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行政検査は、モニタリング検査とそれ以外の検査に分けられる。モニタ
リング検査は、多種多様な輸入食品等の実態を把握することを主たる目的
として、輸入食品の急増、残留農薬基準等の規格基準の新規設定、国内流
通時の違反事例などから、検査データを蓄積し、問題が発生した場合には
必要に応じて検査体制を強化するとともに、当該輸出国にも情報を提供
し、再発防止に役立てるために、検疫所が行うもので
(50)
ある。そして、実際
の輸入食品等を留置せずに行われるために、検査結果の判明前に輸入手続
を進めることができるが、検査の結果違法が判明すれば輸入者、販売者な
どを通じて当該食品等が販売されないよう措置を講じる必要があるため
に、検疫所、関係地方公共団体の指導を受けて対応することになる。モニ
タリング検査は、過去の違反状況、輸入実績などを考慮して、毎年度の輸
入食品監視指導計画のなかで公表され
(51)
るが、違反の蓋然性が高いと推察さ
れる場合は、命令検査に移行すべきか否かの判断材料としてデータを蓄積
するため、検査の強化が必要に応じて通知される。モニタリング検査以外
の行政検査は、届出の審査の結果、輸入実態のないもの、日本人には食品
として摂取された経験がないもの、輸送事故等予測されない安全性不安要
因が見つかったものなど、安全性を確認する必要がある食品等について行
われるもので
(52)
ある。そして、この検査においては、当該食品等について検
査の結果適法であると判断されるまでは、輸入手続を進めることができな
い。
以上の検査の結果、通関前に食品衛生法に違反して不合格となった食品
等は、検疫所の長から輸入者に対し、違反の内容と食品等の措置方法が通
知
(53)
され、輸入者はこれに基づいて、積戻し（輸入者へ返品）又は廃棄（同
法54条）、食用以外の用途で
(54)
輸入などを行う。また、違反があった輸入者
に対して、このほかに、原因究明の調査指示、同一製品の再輸入時に改善
されていることについての確認指示、営業の停止、禁止（同法55条）、輸
入食品の違反情報への違反者名の公表（同法63条）などの措置がとら
(55)
れる。
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食品衛生法に基づく輸入食品等に対する規制・監督は、以上の手続によ
るほか、手続が簡易・迅速化されている場合と規制が強化されている場合
があり、前述の検査制度を含めて規制・監督が複線化されている。前者に
は、ますます増大する輸入食品等の届出
(56)
件数に対して効率よく有効に検査
を実施するために、輸入食品等事前確認制度、計画輸入制度、前述の継続
的輸入に係る自主検査成績書の有効期間などが
(57)
あり、後者には、特殊な方
法により摂取する食品等の暫定的な流通禁止措置（同法７条２項、３項）
特定の国・地域等の特定食品の輸入等禁止（包括的輸入禁止）制度（同法８
条）がある。
輸入食品等事前確認制度は、輸入食品等が食品衛生法に適合することを
事前に確認し、当該食品等及びその製造加工業者を登録することにより、
登録された食品等については、食品等輸入届出書の審査後速やかに届出書
の写しを返却し、登録された食品等についてはモニタリング検査を実施す
る制度で
(58)
ある。登録の要件は、輸出国において、国又は地方政府の機関に
よって食品等の衛生に関する規制が行われており、食品等が施設・食品等
の衛生管理基準、食品等の規格基準等に適合することであり、有効期間は
３年間で
(59)
ある。
計画輸入制度は、一定範囲の食品等については、同一食品等を輸入する
場合には、輸入計画書を提出することにより、一定期間は輸入ごとの届出
が不要になる制度である（食品衛生法施行規則32条４項）。
これに対して、特殊な方法により摂取する食品等の暫定的な流通禁止措
置については、食品等と健康被害の間に高度の因果関係が認められない段
階で当該食品の流通を暫定的に禁止するものであるため、「食品衛生法第
４条の２の規定による食品又は物の販売禁止処分の運用指針（ガイドライ
ン）について」（2003年８月29日薬食発第0829006号厚生労働省医薬食品局長通
知）が示されて
(60)
おり、特定の国・地域等の特定食品の輸入等禁止（包括的
輸入禁止）制度については、違反食品等が相当数（全届出検査で直近60件の
違反率が５％以上）発見された場合などに検討が開始され、健康被害の発
食品に関する行政介入の一考察（木原) 257
生又はそのおそれが特に高い場合などに、当該食品等が引き続き輸入され
る可能性、他の方法によって期待できる危害発生防止効果などを総合考慮
して、対象をできる限り限定して行われる（食品衛生法施行規則３条ないし
６条、2002年９月６日食発0906001号厚生労働省医薬局食品保険部長
(61)
通知）。
四 行政手法からみた食品に関する行政介入
食品に関する行政介入を分析するためには、関連法令も含めた規制の根
拠となっている法令のシステム全体のなかで、行政目的、規制対象、行政
手段、規制程度、関係する権利・利益を明らかにするために用いられる行
政手法の
(62)
概念が有用である。行政手法からみた食品に関する行政介入の特
徴を整理し、若干の考察を試みる。
まず、食品に関する行政介入は、行政目的と関係する権利・利益が重層
的になっていることが指摘できる。これは、「食の安全」や「食の安心」
が多義的になってきたことにもよるが、前述したように食品表示に対する
規制監督において特に顕著であり、国民の健康の保護、消費者保護、生産
者保護、産業の健全な発展などといった目的が重層化し、国民の生命、健
康に関する人権、消費者の権利、生産者、製造者などの利益を関係する権
利・利益としてあげられる。これらの権利・利益は、伝統的な行政法学で
は個々人の具体的権利ではなく公益に吸収、解消されるものとされてきた
が、訴訟法上の
(63)
問題は別にして、行政目的と関係する権利・利益を適切に
位置づけなければ、リスクコミュニケーションの内容や、規制・監督、違
反に対する処分、公表、罰則などの実効性確保手段に関する要考慮要素を
明確化して、それらの適正性の確保を図ることができない。しかし、行政
目的は別個にまったく無関係なものではなく、行政手法の概念からみると
フードチェーンという規制対象を通じて関係するのであるから、「縦割り
行政」の弊害を発生させることがないよう、関係行政機関の相互の密接な
連携（食品安全基本法15条）が図られなければならない。
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次に、食品に関する行政介入は、伝統的には警察作用として論じられる
ことがほとんどであり、食品に関する行政手段は、食品の基本的品質の確
保については、許可、下命などの権力的手段が依然として重要な役割を果
たしているが、指針、計画などに基づき、行政指導などの非権力的手段が
選択されたり、権力的手段とあわせて重層的に用いられることもあること
が指摘できる。また、行政機構による非定型的な介入として食品安全委員
会が行うリスクコミュニケーション、民間団体・民間機構を媒介にした介
入として食品衛生法に基づく登録検査機関による検査、HACCPや GAP
などにかかる生産者、製造者などの利益の保護も目的として行政指導と金
融財政上の機能を媒介とした介入が行われるなど、従前よりもかなり多様
になってきて
(64)
いる。しかも、規制の実効性、効率性と規制コストを考慮し
て、総合衛生管理製造過程の承認や、輸入食品等に対する届出と検査のよ
うに規制の弾力化、複線化がなされているものもある。輸入食品等につい
ては、規制の弾力化、複線化に懸念するむきもあるが、現実的に食品の基
本的品質確保するためには、違反食品等が多い輸出国との協議、国際的な
規格・基準の開発と普及、輸出国の生産技術の支援、民間の認証制度の活
用によって補完しつつ、違反食品等が発見された場合に個別的に規制を強
化することによって対処せざるを得ないであ
(65)
ろう。なお、前述の総合衛生
管理製造過程の承認が更新制になったように、制度自体の見直しが普段に
行われるべきであることは勿論である。
また、食品に関する行政介入の手段と規制程度に関しては、一般に、食
品の基本的品質について、従来から危害が明確とされてきたもの（従来型
危害）に対しては事前チェック型の実質的規制が重要であるが、リスクに
対しては食品中にハザード（危害要因）が存在する結果として生じる健康
への悪影響が起きる可能性と程度の大小に応じて、情報を中心とした事後
チェック型の形式的規制が行われていることが指摘できる。ただし、ハザ
ードには、食中毒菌、ウイルス、寄生虫などの生物学的要因、農薬、添加
物などの化学的要因、異臭、放射線などの物理的要因が
(66)
あり、従来型危害
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とリスクが特に区別されていない。リスクも食品健康影響評価などで科学
的に判断されること、輸入食品等に関わる SPS協定においては、国際基
準よりも厳格な基準を設定する場合には科学的な根拠に基づかなければな
らない（同協定３条
(67)
３項）。そして、食品等に対する規制・監督の手段・規
制程度と、従来型危害・リスクの関係は、概念的には正比例の関係で示さ
れることになる。HACCPや食品表示などは、従来型危害とリスクの双
方について有効な対応策の一つである。
他方で、特別の品質、社会的品質については、特に消費者の権利が問題
となる。そして、消費者には正確な情報に基づいた適切な選択の機会を保
障すればよいから、情報に関する規制・監督が中心となり、同時にこれら
の品質の保証が生産者、製造者などの利益につながるために、それらの保
護を目的とした介入も多くなる。
さらに、予防原則については、国民の生命、健康に関する人権が人権の
価値序列の上で最上位であるから、抽象的レベルでは採用すべきことが当
然といえる。しかし、現行制度では、前述のように「人の健康に悪影響を
及ぼすことを防止し、又は抑制するため緊急を要する場合」には食品健康
影響評価を実施せずに施策を策定できるが、いわゆる「エコナ」問題で明
らかになったように、行政庁が根拠法に基づいて具体的な権限を発動する
ためには、科学的知見の充実や重大事故等の発生が必要とされており、予
防原則に基づく措置が十分にとれない。さらに、情報提供として公表を行
うとしても、「一般消費者及び食品関係者に『何について』注意を喚起し、
これに基づき『どのような行動』を期待し、『食中毒の拡大、再発の防止
を図る』目的を達しようとしたのかについて、所管する行政庁としての判
断及び意見を明示」せずに、「曖昧な内容をそのまま公表し、…誤解を生
じさせ、…食品にとっては致命的な市場における評価の毀損」を招く結果
を発生させた場合は、国家賠償法上違法になる
(68)
ため、正確な情報に基づく
ことが必要である。
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おわりに
本稿は、わが国の食品に関する行政介入について、2009年の制度を前提
として若干の考察を加えたものであるが、残された課題は多数ある。
まず、わが国の食品に関する行政介入のうち考察対象にできなかった主
要ものとして、都道府県等食品衛生監視指導計画に基づく監視指導、食品
衛生管理者制度、日本農林規格制度などがある。また、わが国と欧米とで
は、法制度や「食の安全」と「食の安心」に対する考え方が異なってお
り、比較法的な考察も必要である。国際的な視点からは、WTO、SPS協
定、コーデックス委員会（Codex Alimentarius
(69)
Commission）の基準につい
て十分な考察対象とすることができなかった。後者については、人権論の
みならず、主権論からの考察が必要であり、コーデックス基準を作成した
者は、専門家であったとしても、民意を代表していないために、加盟国が
民主的プロセスで決定した規制を覆すことができるか、すなわち科学的知
見と民主的決定の関係が問題と
(70)
なる。
次に、他の行政領域との関係では、一般に、リスクと危害、リスク規制
と警察規制とは連続したものと理解してよいか検討する必要がある。ま
た、「食の安全」と「食の安心」のように、国民の意識が行政介入に与え
る影響は他の行政領域でも認められるかについての実証的研究、規制の複
線化、弾力化についての規制コストについて経済分析の研究も必要であ
る。さらに、経済行政領域以外でも行政手法の概念が普遍的に有用か検証
する必要もあるであろう。
このように、本稿における考察は極めて限定的であり、残された課題は
山積しているが、ひとまず考察を終えることにする。
(１) 内閣府「国民生活モニター調査（消費行動に関する意識・行動調査）」（2008
年）によると、「日常を取り巻く安全の分野のうち、自然災害、環境問題、犯罪、
交通事故などの分野に比べて、食の安全の分野に対するあなたの不安感は相対的に
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どの程度の大きさですか。」という問いについて、2008年10月では75．5パーセント
の者が「不安感が大きい」と回答し、内閣府インターネット・シンポジウム運営事
務局「身近な場における安全・安心に関するアンケート調査結果」（2006年）によ
ると、食品・製品の安全・安心を前提として「10年前と比べて『身近な場における
安全・安心』についてどのように感じていますか。」という問いについて42．9パー
セントの者が「以前と比べて悪くなった」と回答している。内閣府編『平成20年版
国民生活白書』（社団法人時事画報社、2009年）22頁以下。
(２) 食品の品質とそれを確保する制度として、食品の品質を一般的品質、特別の品
質、社会的品質に分類、整理したものに、高橋・池戸『食品の安全と品質確保』
（農山漁村文化協会、2006年）22頁がある。
(３) 2001年以降の主な食品偽装の概要については、佐伯龍夫『食品に関する法律と
実務がわかる本』（日本実業出版社、2009年）12頁以下参照。なお、農林水産省に
よると、「最近の主な消費者の信頼を揺るがす事件」として、2007年に行政措置が
とられたものが５件示されている。農林水産省編『平成20年版食料・農業・農村白
書』（社団法人時事画報社、2008年）４頁。
(４) 食品衛生法に基づく食品表示については、衛生上の危害発生の防止を目的と
し、農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する法律（JAS法）に基づく品
質表示制度は、一般消費者の選択に資することを目的とし、食品の安全確保とは必
ずしも直接の関係がないという見解もある。新井ゆたかほか『食品偽装』（ぎょう
せい、2008年）147頁〔神井弘之〕。しかし、「食の安全」や「食の安心」が多義的
になり、また後述のように、実際には単一のラベルなどで食品表示がなされるが、
複数の法令が同一の表示事項を義務づけている場合もある。そこで、食品衛生法と
JAS法は目的を異にしつつも、食品表示の目的は重層的になっていると理解すべ
きであろう。
(５) 食料品の輸入額は2007年度では６兆410億円にのぼり、1990年度の４兆5720億
円より約32パーセント増加している。総務省統計研修所編『日本の統計2009年版』
（財団法人日本統計協会、2009年）199頁。また2007年度の輸入国数は、例えば「酪
農品及び鳥卵」が48国（1970年比1･8倍）、「魚介類（生鮮・冷凍）」が129国（同1･5
倍）、「野菜」が79国（同1･5倍）など多角化している。内閣府・前注（１）13頁。
(６) 例えば中国産野菜について、食品中に残留する農薬等に関するポジティブリス
ト制度が施行された2006年以降は輸入量が減少し始め、2008年には108万トンと
2005年比３割減となっている。農林水産省編『平成21年版食料・農業・農村白書』
（社団法人時事画報社、2009年）51頁。なお、2008年には、中国産冷凍ギョーザへ
の薬物混入事件が発生したことも、わが国の食品安全体制に大きな影響を与えたと
いえよう。内閣府・前注（１）20頁。
(７) 内閣府「国民生活モニター調査（消費行動に関する意識・行動調査）」（2008
年）によると、途上国からの輸入加工食品を「信頼できる」と回答した者は１．6パ
ーセントであり、「買わなくなった・減らしている」と回答した者は50．1パーセン
食品に関する行政介入の一考察（木原) 263
トである。内閣府・前注（１）23頁以下。
(８) 供給熱量ベースの食料自給率は、2006年度では39パーセントに過ぎず、1990年
度の48パーセントより大きく減少した。総務省統計研修所・前注（5）115頁。な
お、「食料自給力・自給率の向上に向けた取組」については、農林水産省・前注
（６）56頁以下参照。
(９) 木原正雄「経済行政における規制・監督手法の一考察」（佐藤英善先生古稀記
念論文集『経済行政法の理論』（日本評論社、2010年）129頁。
(10)食品安全基本法制定の経緯と意義については、食品安全基本政策研究会編『食
品安全基本法解説』（大成出版社、2005年）３頁以下参照。食品衛生法等の改正の
経緯と概要については、食品衛生研究会監修『食品衛生法等平成15年改正の解説』
（中央法規、2004年）３頁以下参照。
(11) 食品安全基本政策研究会・前注（10）用語集９頁。
(12) リスク分析手法では、すべての措置が科学的根拠のみにより決定されるように
みえるが、科学根拠がいまだ不明確なものもあること、確率論的な説明が消費者に
理解しづらいこと、現実の措置はその国の伝統、文化、産業の状況、消費者の関心
なども考慮せざるを得ないこと、輸入食品については現実の措置が相手国との貿易
摩擦を発生させるおそれのあることなどの問題も指摘されている。高橋・池戸・前
注（２）31頁以下。
(13) ?食品安全基本法第21条第１項に規定する基本的事項」（平成16年１月16日閣議
決定）では、「第三 情報及び意見の交換の促進（法第13条関係）」「２ リスクコ
ミュニケ－ションの方法」において、食品安全委員会の会議の原則公開、議事録及
び提出資料の原則公開、食品健康影響評価の結果、勧告、意見等の公表による国民
に対する情報提供などが定められている。
(14) 食品安全基本法３条を踏まえ、2003年の改正で「食品の安全性の確保」と「国
民の健康保護」の目的が明確化された。これによって、食品衛生法の規定を国民の
健康保護の観点からより積極的に解釈、運用ができるとされている。食品衛生研究
会・前注（10）16頁以下。
(15) ?食品衛生に関する監視指導の実施に関する指針」（平成15年厚生労働省告示第
301号）では、食品供給行程（フードチェーン）の各段階における監視指導の実施、
厚生労働省及び他の都道府県等の食品衛生担当部局との連携体制の確保、製造者及
び課後者に対するHACCP導入の推進などが内容に盛り込まれている。社団法人
日本食品衛生協会『新訂早わかり食品衛生法第２版』（社団法人日本食品衛生協会、
2007年）148頁以下。
(16) 指定機関が行う私人による行政については、米丸恒治『私人による行政』（日
本評論社、1999年）325頁以下参照。
(17) ?公益法人に対する行政の関与の在り方の改革実施計画」（2002年３月29日閣議
決定）に基づくものである。検査を受けた食品等の安全性についての責任主体は一
義的に政府であり、登録検査機関は政府の代行性を有するものと位置づけられ、行
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政責任は維持されている。社団法人日本食品衛生協会・前注（15）196頁以下。
(18) HACCPのガイドラインは、FAO╱WHO合同食品企画委員会（コーデック
ス委員会）で作成されている。これは、①危害分析の実施、②重要管理点（CCP
の決定、③管理基準の設定、④ CCPの管理をモニタリングするシステムの設定、
⑤モニタリングにより特定の CCPが管理下にないことを示す際にとられる改善措
置の決定、⑥HACCPシステムが効果的に機能していることを確認するための検
証手順の設定、⑦これらの原則とその適用に関するすべての手順及び記録に関する
文書化の設定、という７原則と、①HACCPチームの編成、②製品についての記
述、③意図する用途の確認、④フローダイヤグラムの作成、⑤フロータイヤグラム
の現場での検証、⑥すべての潜在的危害の列挙、危害分析の実施、潜在的危害の管
理方法の考慮、⑦ CCPの決定、⑧各 CCPに対する許容限度の設定、⑨各 CCPに
対するモニタリングシステムの設定、⑩改善措置の決定、?検証手順の設定、?文
書化及び記録管理方法の決定、という12手順からなる。高橋・池戸・前注（２）84
頁。
(19) 高度化計画の認定状況は、食品の製造過程の管理の高度化に関する臨時措置法
が制定された1998年度の年間９件から2008年度には累計280件となり、食品産業品
質管理高度化促進基金の融資実績は、同じく６件37億円から累計114件430億円に達
している。農林水産省・前注（６）69頁。本法は平成25年まで適用期限が延長され
た。
(20) 食品衛生研究会・前注（10）37頁、社団法人日本食品衛生協会・前注（15）
118頁以下。
(21) GAPは、2008年７月現在1138産地で導入済みである。2011年度までに米麦、
野菜、果実等のおおむねすべての主要な産地（二千）において導入が目指されてい
る。農林水産省・前注（６）70頁、145頁。農林水産省生産局技術普及課『農業生
産工程管理（GAP）をめぐる状況と標準的な農業生産工程管理（GAP)の作成につ
いて』（2009年）（http://www.maff.go.jp/seisan/gizyutsu/gap/g kaigi/210805/
pdf/data3.pdf）２頁。
(22) 高橋・池戸・前注（２）84頁。
(23) ISO22000「食品安全マネージメントシステム－フードチェーンにおけるすべ
ての組織に対する要求事項」は、HACCPの適用を基本とし、食品安全チームによ
り承認され、組織の食品安全マネジメントシステム及び製品に適切で、システム全
体で運用されるべき前提条件プログラム（PRP)とを組み合わせたものである。高
橋・池戸・前注（２）89頁以下。その概要については、池戸重信『すぐ役立つ
ISO食品安全関係法令の解説』（ぎょうせい、2008年）263頁以下参照。
(24) トレーサビリティが機能するためには、例えば牛肉については、①牛の個体管
理、②偽装防止、③生産履歴の検索が必要であるが、①についてはと畜場から小売
店までのシステムを整備しないとシステムが有効に機能しないこと、システムの運
用にはコストが多大になることが課題である。例えば、ベルギーの bioブランドで
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は牛肉は７割高額になっている。細川允史『食品トレーサビリティ』（筑摩書房、
2003年）９頁、17頁、37頁参照。
(25) 食品小売業者のトレーサビリティ導入率は、2003年度では12．6パーセント（す
べての食品に導入が6．4パーセント、一部の食品に導入が6．2パーセント）であった
が、2007年度には43．4パーセント（同20．0パーセント、23．4パーセント）に増加し
ている。しかし、2007年度における企業規模別導入状況は、一部の食品に導入した
ものも含めて、４人以下の企業が34・1パーセント、10から19人の企業が58・２パ
ーセント、100人以上の企業が84・4パーセントである。農林水産省・前注（６）73
頁。
(26) 高橋・池戸・前注（２）53頁。
(27) 高橋・池戸・前注（２）57頁以下、食品安全基本政策研究会・前注（10）35
頁。
(28)SPS協定に規定されている主要なルールは、健康を保護するために衛生植物検
疫措置をとる加盟国の権利を保障するものと、措置が貿易障壁に用いられることを
防止するために加盟国に義務を課すものからなる。内記香子「WTOにおける健康
保護を目的とする通商措置の取扱い〔上〕」（国際商事法務28巻12号1447頁）1449頁
以下参照。
(29) EC・牛肉ホルモン事件が想起される。ただし、同事件では、ECはホルモン牛
肉の輸入・流通禁止について暫定措置と位置づけておらず、SPS協定５条７項は
直接の争点とはならなかった。同事件を考察したものに、例えば、川島富士雄
「EC・ホルモン牛肉事件の意義と残された課題」（法律時報79巻７号38頁）がある。
(30) 旧日本農林規格法と現行 JAS法の目的については、高橋・池戸・前注（２）
136頁、138頁以下。
(31) 特定原材料及びこれに準じるものの範囲の詳細については、食品表示研究会編
『三訂食品表示Ｑ＆Ａ』（中央法規出版、2008年）134頁以下参照。
(32) 品質表示基準一覧については、池戸・前注（23）89頁以下参照。
(33) 日本農林規格（JAS規格）には一般 JAS規格と特定 JAS規格があり、有機
JAS規格は特定 JAS規格の一つである。2005年の JAS法改正により、JAS規格
は、農林水産大臣に登録された登録認定機関（JAS法17条の２）から農林物資の
製造者等が工場又は事業所及び農林物資の種類ごとに認定を受けて格付を行う（同
法14条１項）という自己格付制度に一本化された。ここでも私人による行政が行わ
れている。
(34) 行政情報は、情報公開法の制定を契機として、特段の法律上の根拠がなくても
原則として公開すべきであるとし、法律上の根拠規定を削除する方向で整理されて
いる。しかし、食品衛生法では、2002年改正により公表の規定が追加され、「食品
衛生上の危害の発生を防止するため」公表を努力義務としている（同法63条）。社
団法人日本食品衛生協会・前注（15）332頁以下。
(35) 食品の表示に制度に関する懇談会及び食品の表示に関する共同会議に関する動
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きに関しては、高橋・池戸・前注（２）155頁以下、全国食品安全自治ネットワー
ク食品表示ハンドブック作成委員会編『くらしに役立つ食品表示ハンドブック全国
食品安全自治ネットワーク版第３版』（群馬県、2009年）103頁、農林水産省「食品
の表示に関する共同会議」(http://www.maff.go.jp/j/jas/kaigi/kyodo kaigi.
html)。なお、懇談会では、食品表示に関する法律を一元化すべきであるとの意見
に対して、「各法はそれぞれの目的に従って定められており、法律の一元化を行う
と、それぞれの観点からの独立したチェックができなくなるなど消費者にとってデ
メリットとなる」との意見もあった。高橋・池戸・前注（２）158頁。後者の意見
によれば、規制目的と関係する権利・利益を明らかにする重要性は高まることにな
ろう。
(36) 農林水産省消費・安全局表示・規格課「加工食品品質表示基準Q&A（第１
集）」（2001年３月、2008年11月１部改正）10頁(http:www.maff.go.jp/j/jas/
hyoji/pdf/qa d.pdf)。
(37) ?エコナ」問題の経緯については、朝日新聞2009年９月20日朝刊。
(38) 朝日新聞2009年10月３日朝刊参照。「エコナ」問題は、製造業者（花王）が特
定保健用食品の表示の許可に対する失効届を提出したことによって一応の解決をみ
た。朝日新聞2009年10月９日朝刊。
(39) 食品衛生法では、従来のものと組成、栄養価等が著しく異なる遺伝子組換え農
産物である高オレイン酸遺伝子組換え大豆等に関する表示が義務づけられておら
ず、JAS法のみの表示対象である。
(40) ?原材料の重量に占める割合の高い原材料の上位３位までのもので、かつ、原
材料の重量に占める割合が５％以上のもの」である（食品衛生法施行規則21条14項
１号）。
(41) 高橋・池戸・前注（２）71頁以下。
(42) 食品衛生法施行規則32条１項で、同規則別表第10に掲げる食品は除外されてい
る。また、個人用、展示会用、試験研究用、社内検討用のものは、販売用又は営業
用のものではないとされ、届出義務は課されていない。ただし、検疫所長宛の確認
願の提出が要請されるのが通例とされる。その他、届出が必要ない食品等につい
て、社団法人日本食品衛生協会編『新訂輸入食品の実務』（社団法人日本食品衛生
協会、2002年）23頁以下。
(43) 2005年度の輸入食品監視指導計画に盛り込まれた「輸入者に対する基本的な指
導事項」には、輸入時における危害要因等に応じて、事前の確認事項、定期的確認
事項、輸送及び保管時の確認事項が定められている。例えば、安全性未審査の遺伝
子組換え食品については、前記の事項順に、遺伝子組換え食品の承認の有無と安全
性未審査の遺伝子組換え食品の混入防止対策、定期的な試験検査による安全性未審
査の遺伝子組換え食品が混入していないことの確認、適正な管理が定められてい
る。社団法人日本輸入食品安全推進協会編『食品輸入マニュアル』（中央法規出版、
2005年）42頁以下参照。
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(44) 社団法人日本食品衛生協会・前注（42）17頁以下、社団法人日本輸入食品安全
推進協会編『新訂Q&A食品輸入ハンドブック』（中央法規出版、2007年）81頁。
(45) 輸出国から一定の技術水準を有するとして登録の要請があった国立又は指定検
査機関で、行政機関が実施する検査と同等の信頼性と技術水準を有し、中立性が確
保されている検査機関として厚生労働大臣が認めたものである。2007年９月11日現
在では、57か国（地域を含む。）、3469機関が登録されている。社団法人日本輸入食
品安全推進協会・前注（43）74頁、社団法人日本輸入食品安全推進協会・前注
（44）76頁。
(46) 社団法人日本食品衛生協会・前注（42）18頁、39頁。なお、同一食品等とは、
同一国で生産され、加工所、製造所、原材料、添加物、加工方法及び製造方法が同
一であるものをいう。また、自主検査成績書の有効期間は、食品製造用機械、無着
色のガラス製器具及び容器包装、ステンレス製器具及び容器包装、アルミニウム製
器具及び容器包装は３年以内、食品、添加物、前記以外の器具及び容器包装、おも
ちゃは１年以内である。社団法人日本輸入食品安全推進協会・前注（44）67頁。
(47) 社団法人日本輸入食品安全推進協会・前注（43）57頁、72頁以下。
(48) 食品衛生研究会・前注（10）50頁。
(49) 社団法人日本輸入食品安全推進協会・前注（43）72頁、社団法人日本輸入食品
安全推進協会・前注（44）69頁。
(50) 社団法人日本輸入食品安全推進協会・前注（43）72頁以下、社団法人日本輸入
食品安全推進協会・前注（44）70頁以下。
(51) 2005年度のモニタリング計画については、総延検査件数が76000件（内訳は、
社団法人日本輸入食品安全推進協会・前注（43）41頁以下）、2006年度は、78000件
（総実施件数79665件、実施率102％）、2007年度は、79322件（内訳は、社団法人日
本輸入食品安全推進協会・前注（44）73頁以下）となっている。
(52) 社団法人日本輸入食品安全推進協会・前注（43）74頁、社団法人日本輸入食品
安全推進協会・前注（44）72頁。
(53) この通知は、食品等輸入届出済書を交付しないと決定したことを通知する趣旨
のものであって、関税法70条２項の「検査の完了又は条件の具備」を税関に証明
し、その確認を受けることができなくなり、通関実務の下では輸入申告書を受理せ
ず返却されることとなるから、取消訴訟の対象となる。最判平成16年４月26日民集
58巻４号989頁。
(54) 食用以外の用途で輸入させるか否かの判断は、慎重に行われるべきであろう。
2008年に発覚した事故米穀の不正規流通問題が想起される。この問題の経緯につい
ては、農林水産省・前注（６）146頁。
(55) 違反が判明した場合の対応については、「平成16年度輸入食品監視指導計画の
策定について」（2004年３月31日食安発第0331003号医薬食品局食品安全部長通知）
に定められている。社団法人日本輸入食品安全推進協会・前注（43）77頁以下。
(56) 輸入食品等の届出件数は、1990年度に678965件だったが、2000年度では
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1550925件（対1990年比228．4％）、2003年度では1683176件（同247．9％）になって
いる。社団法人日本輸入食品安全推進協会・前注（43）８頁参照。
(57) このほかには、食品等を登録して食品等輸入届出書の「登録番号２」欄にその
番号の記載等をすることにより手続を簡素化する品目登録制度、社団法人日本輸入
食品安全推進協会の輸入食品等安全情報登録提供事業により登録を行った食品等に
ついて、食品等輸入届出書の「登録番号３」欄にその番号の記載等をすることによ
り、食品等の試験成績などの安全情報を収集、整理して検疫所に情報提供を行うこ
とで手続の円滑化を図る輸入食品等安全情報登録制度、食品等輸入届出書を貨物到
着予定日の７日前から貨物の通関場所を担当する検疫所の窓口に提出できる事前届
出制度がある。社団法人日本輸入食品安全推進協会・前注（43）67頁以下、社団法
人日本輸入食品安全推進協会・前注（44）58頁以下。
(58) 輸入食品等事前確認制度は、1994年３月29日厚生省生活衛生局長通知（衛検第
119号）に基づいて実施されている。
(59) 社団法人日本輸入食品安全推進協会・前注（43）66頁以下、社団法人日本輸入
食品安全推進協会・前注（44）56頁以下。
(60) 食品衛生法７条２項（当時は同法４条の２第２項）に基づく販売禁止は、2003
年９月12日にサウロパス・アンドロジナス（別名アメシバ）を含む粉末剤、錠剤等
の剤型の加工食品について、食品安全委員会の食品健康影響評価の結果と薬事・食
品衛生審議会の答申を経て、初めて発動された（2003年９月12日厚生労働省告示第
307号）。
(61) 社団法人日本輸入食品安全推進協会・前注（43）79頁以下。
(62) 佐藤英善博士は、伝統的な行政法学への批判的検討から、行政手法の概念を用
いている。佐藤英善『経済行政法』（成文堂、1990年）444頁以下。
(63) 例えば、いわゆるジュース訴訟（最判昭和53年３月14日民集32巻２号211頁）
では、景表法の規定により一般消費者が受ける利益は公益の保護の結果として生じ
る反射的利益であるとして、取消訴訟における原告適格が否定された。
(64) 行政手段と行政手法の相互関係については、佐藤英善博士の整理を参照した。
佐藤・前注（62）446頁以下参照。
(65) 同旨、高橋・池戸・前注（２）44頁以下。
(66) 食品安全基本政策研究会・前注（10）用語集９頁。
(67) SPS協定が科学偏重ではないかとする批判的な見解もある。川瀬剛志ほか
「WTO体制における食の安全を考える」法律時報79巻７号（2007年）11頁〔荒木
発言〕。
(68) 東京高判平成15年５月21日判時1835号77頁。
(69) 国際連合食糧農業機関(Food and Agriculture Organization of the United
 
Nations:FAO)╱WTO合同食品規格委員会のことである。消費者の健康の保護
と食品の公正な貿易の確保を目的とし、2005年１月現在で、171ケ国と地域経済統
合機関として ECが加盟している。食品安全基本政策研究会・前注（10）用語集63
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頁。
(70) EC・ホルモン牛肉事件で論点の一つとなった。川瀬・前注（67）９頁以下
〔松下発言〕、川島・前注（29）39頁以下参照。
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